参考様式
文　　書　　番　　号　
（年号）　　年　　月　　日　

　大分県知事　　　　殿


市町村長　　　　　

特定環境負荷低減事業活動実施計画の認定について（回答）

　　　年　　月　　日付け○○第　　　号で協議のあったこのことについて、環境と調和のとれた食料システム確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）第21条第10項の規定に基づき、同意します※１。

記
１　申請者
（１）住所
（２）氏名

２　同意しない理由※２




　　　　連絡先（部署等を記載）　　　 　
電　話　    －   －    （直通）
ＦＡＸ　    －   －    　　　　


※１　同意しない場合は、「同意します」を「同意しません」に、同意に条件を付するときは、「同意します」を「同
意するにあたり条件を付します。」とする。
※２　同意する場合は、「削除」、同意に条件を付するときは「２　同意しない理由」を「２　同意の条件」とする。

（備考）
　環境と調和のとれた食料システム確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第
37号）第21条第16項で準用する同条第14項又は第15項の規定に基づき、農業委員会ネットワーク機構の意見

を聴いた場合は、その意見書の写しを添付すること。
参考様式
文　　書　　番　　号　
（年号）　　年　　月　　日　

　○○農業委員会会長　殿


大分県知事　　

　　　特定環境負荷低減事業活動実施計画の認定に係る意見の聴取について（照会）

　　　年　　月　　日付けで下記の者から申請のあったこのことについて、環境と調和のとれた食料システム確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）第21条第13項の規定に基づき、貴会の意見を求めるため、別添のとおり関係資料※1を送付しますので、期日までに回答願います。

記
１　申請者
（１）住所
（２）氏名

２　回答期限



　　　　連絡先（部署等を記載）　　　 　
電　話　    －   －    （直通）
ＦＡＸ　    －   －    　　　　


※１　関係資料は、次のとおり。
　　①認定申請書（ガイドライン別記様式第５号）（写し）
　　②特定環境負荷低減事業活動の実施に関する計画（別記第２号様式）（写し）及びその添付資料（写し）
　　③その他必要書類（写し）

参考様式
文　　書　　番　　号　
（年号）　　年　　月　　日　

　大分県知事　　　　殿

○○農業委員会会長　
　

　　　特定環境負荷低減事業活動実施計画の認定に係る意見の聴取について（回答）

　　　年　　月　　日付け○○第　　　号で照会のあったこのことについて、次のとおり回答します。
記
１　申請者
（１）住所
（２）氏名

２　意見
　　別紙意見書のとおり


　　　　連絡先（部署等を記載）　　　 　
電　話　    －   －    （直通）
ＦＡＸ　    －   －    　　　　

別紙
意見書
　　
○○農業委員会印　
	農業委員会意見決定年月日
	（年号）　　年　　月　　日

	意見照会書受理年月日
	（年号）　　年　　月　　日

	申請者の氏名又は名称
	譲渡人
（貸　主）
	

	
	譲受人
（借　主）
	

	申　請　地
	所在地番
	市（町・村）　　字　　番　　ほか　　筆

	
	地目別面積
	田
	㎡
	畑
	㎡
	採草
放牧地
	㎡
	その他
	㎡

	権利の種類
	
	所有権・賃借権・使用貸借権・(　　)
	設定・移転

	事業計画
	転用目的
	

	
	工事計画
	着工　　年　月　日
完了　　年　月　日
	一　時　転　用
永　久　転　用

	農地の区分についての判断
	農地の区分
	面積
	許可基準に定める農地の区分の該当事項
	該当事項とした判断理由

	
	農用地区域
	㎡
	
	

	
	甲種農地
	
	
	

	
	１種農地
	
	
	

	
	２種農地
	
	
	

	
	３種農地
	
	
	

	農地転用に関する許可基準からみた意見
	検　　討　　事　　項
	意　　見　　及　　び　　理　　由

	
	農地の区分と転用目的
申請地が甲種農地、１種農地又は２種農地である場合、この土地を転用することがやむを得ないと認められる理由
	

	
	資力及び信用
	

	
	転用行為の妨げとなる権利を有する者の同意状況
	

	
	申請に係る用途に遅滞なく供することの確実性
	

	
	行政庁の免許、許可、認可等の処分の見込み
	

	
	農地以外の土地の利用見込み
	

	
	計画面積の妥当性
	

	
	宅地の造成のみを目的とする場合にはその妥当性
	

	
	周辺の農地等に係る営農条件への支障の有無
	

	
	農地の利用の集積への支障の有無
	

	
	一時転用である場合にはその妥当性
	

	
	法令（条例を含む。）により義務付けられている行政庁との協議の進ちょく状況
	

	
	特定土地改良事業等関係
	事業の種類
	事業施行者
	施行（計画）面積
	申請地に関係する面積
	施行時期
	申請地に関係する土地改良財産

	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	土地利用計画との関係
	都市計画の区域地域等の決定
	計画区域内・計画区域外・市街化調整区域内

	
	
	
	地域地区の種類（住居・準工業・工業（　））・なし

	
	
	農業振興地域の決定
	振興地域内・振興地域外

	
	
	
	農用地区域内・農用地区域外

	
	
	工業適地の調査の有無
	対象地（団地名（　）調査年度（　））・対象外

	
	開発許可等との調整状況
	

	
	関連する農地法関連手続
	手続の状況

	
	
	法第18条
	合意解約
	法第18条第６項
通知書受領済み
	当事者協議中　　

	
	
	
	その他
	未受付
	検討中
	送付済み

	都道府県機構の意見聴取内容
	

	総合意見
	

	許可に付けるべき条件
	



注１　「許可基準に定める農地の区分の該当事項」欄には、「農地法の運用について」の制定について（平成21年12月11日付け21経営第4530号・21農振第1598号経営局長、農村振興局長通知）の区分に従い、第１種農地にあっては「運用通知第２の１の(１)のイの(ア)のａ」のように、第２種農地にあっては「運用通知第２の１の(１)のオの(ア)のｂ」のように記載すること。
２　「該当事項とした判断理由」欄には、申請に係る農地の営農条件及び周辺の市街化の状況を記載すること。
３　「行政庁の免許、許可、認可等の処分の見込み」欄については、市町村が他の法令等に基づく権限を有しているときを除き記載する必要はないこと。
４　土地利用計画との関係で申請地が都市計画区域内又は農用地区域内等である場合は、当該区域内であることを確認できる図面を添付すること。

参考様式
文　　書　　番　　号　
（年号）　　年　　月　　日　

　株式会社日本政策金融公庫　大分支店長　殿
（農林水産事業部気付）

大分県知事　　　　　　
　

　　　特定環境負荷低減事業活動の実施に関する計画等に係る情報共有について（通知）

　（年号）　　年　　月　　日付けで下記の者から申請（相談）のあったこのことについて、環境と調和のとれた食料システム確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）第23条の規定による農業改良資金融通法（昭和31年法律第102号）※１の規定の適用が含まれることから、貴公庫に関係資料※２を送付のうえ、情報共有します。
　なお、併せて申請者に対しては、別添※３のとおり貴公庫等へ相談を行うよう通知している旨申し添えます。
記
【申請者】
１　住所
２　氏名



　　　　連絡先（部署等を記載）　　　 　
電　話　    －   －    （直通）
ＦＡＸ　    －   －    　　　　


※１　畜産経営環境調和推進資金の場合は、「第23条の規定による～法律第102号」」を「第26条の規定による
家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律（平成11年法律第112号）」とする。
※２　関係資料は、次のとおり。
　　①（特定）環境負荷低減事業活動の実施に関する計画（別記第１号様式又は第２号様式）（写し）及びその添
付資料（写し）
　　②その他必要書類（写し）
※３　別記第26号様式（写し）を添付する。

（備考）
１　５の（２）で準用して使用する場合（変更）標題の「の実施に関する計画」を「実施計画」とする。
参考様式
文　　書　　番　　号　
（年号）　　年　　月　　日　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　殿



大分県知事　　　　　
　

特定環境負荷低減事業活動の実施に関する計画等に係る資金の貸付けの
　　　相談について（通知）

　　年　　月　　日付けで申請（相談）のあったこのことについて、環境と調和のとれた食料システム確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）第23条の規定による農業改良資金融通法（昭和31年法律第102号）※１の規定の適用が含まれることから、資金の貸付の審査が円滑に進むよう、株式会社日本政策金融公庫に事前に相談願います。
　なお、株式会社日本政策金融公庫に対しては、当方からも情報共有を行っておりますので申し添えます。



　　　　連絡先（部署等を記載）　　　 　
電　話　    －   －    （直通）
ＦＡＸ　    －   －    　　　　

※１　畜産経営環境調和推進資金の場合は、「第23条の規定による～法律第102号）」を「第26条の規定による
家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律（平成11年法律第112号）」とする。

（備考）
１　６の（２）で準用して使用する場合（変更）標題の「の実施に関する計画」を「実施計画」とする。
参考様式
文　　書　　番　　号　
（年号）　　年　　月　　日　

　○○代表理事組合長　様



大分県知事　　　　

特定環境負荷低減事業活動実施計画に係る認定通知書の交付について（送付）
　
　　年　　月　　日付けで下記の者より申請のあったこのことについて、環境と調和のとれた食料システム確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）第21条第５項※１の規定に基づき認定しましたので、お知らせするとともに、認定通知書を申請者に交付願います。
記
【申請者】
１　住所
２　氏名



　　　　連絡先（部署等を記載）　　　 　
電　話　    －   －    （直通）
ＦＡＸ　    －   －    　　　　


※１　特定環境負荷低減事業活動実計画に係る認定の場合は、「第19条第５項」を「第21条第５項」とする。

（備考）
　１　４で準用して使用する場合（不認定）
　　　標題の「認定通知書」を「不認定通知書」とし、本文中の「環境と調和～基づき認定」を「認定しないこと
と」、「認定通知書」を「不認定通知書」として使用するものとする。
　２　５の（２）で準用して使用する場合（変更）
標題及び本文中の「環境負荷低減事業活動実施計画」の後に「変更」を追記し、本文中の「第19条第５項」を「第20条第４項」とする。
３　６の（３）で準用して使用する場合（取消し）
　　　標題の「認定通知書」を「認定取消通知書」とし、本文中の「日付け」の後段に「○○第　　　号」を追記、
「下記の者～あった」を「認定した」、「第19条第５項」を「第20条第３項」又は「第22条第３項」、「基づ
き認定」の後段に「を取消し」を追記、「認定通知書を申請者に」を「認定取消通知書を」、「申請者」を「認
定を取り消す者」とする。
４　６の（４）のイで準用して使用する場合（自発的な認定の取消しの申出）
標題の「認定通知書」を「認定取消通知書」とし、本文中の「日付け」の後段に「○○第　　　号」を追記、
「下記の者～あった」を「認定した」、「第19条第５項」を「第20条第３項」又は「第22条第３項」、「基づ
き認定」を「準じて認定を取消し」、「認定通知書を申請者に」を「認定取消通知書を」、「申請者」を「認定を取り消す者」とする。
別記第28号様式
文　　書　　番　　号　
（年号）　　年　　月　　日　

　関係市町村長　様（申請状況にあわせて不要なものは削除）


　関係協同組合等代表理事組合長　様
　関係振興局長　様

大分県知事　　　　　　

特定環境負荷低減事業活動実施計画に係る認定通知書の写しについて（送付）

　　年　　月　　日付けで下記の者より申請のあったこのことについて、環境と調和のとれた食料システム確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）第21条第５項※１の規定に基づき認定しましたので、認定通知書の写しを送付します。
記
【申請者】
１　住所
２　氏名



　　　　連絡先（部署等を記載）　　　 　
電　話　    －   －    （直通）
ＦＡＸ　    －   －    　　　　


※１　特定環境負荷低減事業活動実施計画に係る認定の場合は、「第19条第５項」を「第21条第５項」とする。

（備考）
１　４で準用して使用する場合（不認定）
標題の「認定通知書」を「不認定通知書」とし、本文中の「環境と調和～基づき認定」を「認定しないことと」、
「認定通知書」を「不認定通知書」とする。
２　５の（２）で準用して使用する場合（変更）
標題及び本文中の「環境負荷低減事業活動実施計画」の後に「変更」を追記し、本文中の「第19条第５項」を「第20条第４項」とする。
３　７の（３）で準用して使用する場合（取消し）
　　標題の「認定通知書」を「認定取消通知書」とし、本文中の「日付け」の後段に「○○第　　　号」を追記、
「下記の者～あった」を「認定した」、「第19条第５項」を「第20条第３項」又は「第22条第３項」、「認定」
の後段に「を取消し」を追記、「認定通知書」を「認定取消通知書」、「申請者」を「認定を取り消す者」とする。
４　６の（４）のイで準用して使用する場合（自発的な認定の取消しの申出）
標題の「認定通知書」を「認定取消通知書」とし、本文中の「日付け」の後段に「○○第　　　号」を追記、
「下記の者～あった」を「認定した」、「第19条第５項」を「第20条第３項」又は「第22条第３項」、「基づき
認定」を「準じて認定を取消し」、「認定通知書」を「認定取消通知書」、「申請者」を「認定を取り消す者」とす
る。
参考様式
文　　書　　番　　号　
（年号）　　年　　月　　日　

　○○市町村長　様
　○○協同組合等代表理事組合長　様　　　　　（認定状況にあわせて不要なものは削除）
　○○振興局長　様

大分県知事　　　　　

特定環境負荷低減事業活動実施計画の認定の取消しに係る意見の聴取について（照会）
　
　　年　　月　　日付け○○第　　　号で認定したこのことについて、環境と調和のとれた食料システム確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）第20条第３項※１の規定に基づく認定の取消しにあたり、貴機関の意見を求めるため、関係資料※２を送付しますので、期日までに回答願います。

記
１　認定者
（１）住所
（２）氏名

２　認定の取消事由



　　　　連絡先（部署等を記載）　　　 　
電　話　    －   －    （直通）
ＦＡＸ　    －   －    　　　　


※１　特定環境負荷低減事業活動の実施に関する計画に係る認定の場合は、「第20条第３項」を「第22条第３項」
とする。
※２　関係資料は、事前に行った是正指導や助言に係る関係資料、現地の写真等、取消事由がわかる資料。
参考様式
文　　書　　番　　号　
（年号）　　年　　月　　日　

　○○振興局長　殿
　（大分県知事　○○　○○　様）

○○市町村長　

　　　特定環境負荷低減事業活動実施計画の認定の取消しに係る情報提供について（通知）

　（年号）　　年　　月　　日付け○○第　　　号で認定のあった下記の者について、環境と調和のとれた食料システム確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）第22条第３項の規定に基づく認定の取消しに該当する（おそれがある）ことから、情報提供します。
記
１　認定農業者
（１）住所
（２）氏名

２　取消しに該当する（おそれがある）理由



　　　　連絡先（部署等を記載）　　　 　
電　話　    －   －    （直通）
ＦＡＸ　    －   －    　　　　
